
暮らしや地域経済はそっちのけ。暴走する安倍政権は退陣を！ 

最大の景気対策は消費税増税中止です。 

安倍首相は、アベノミクスの検証もないまま、次なる新３

本の矢を打ち出し、安全法制への国民の批判をかわそうとし

ています。経済再生と社会保障の充実を掲げ、「『一億総活躍

社会』を目指す」と戦前をほうふつとさせるスローガンに批

判が殺到しています。「強い経済」「子育て支援」「社会保障」

の重点３分野での施策強化といいますが、これまで切り捨て

てきたのは安倍政権自身です。 

明らかなのは、2017 年 4 月の消費税率 10％への引き上げ

と、「軍事立国」への歯止めなき軍事費増加路線だけです。私

たちの暮らしの足元や地域経済の実態はどうでしょうか。給

料はあがらず、年金は削減、物価は高騰。誰もが大変な暮ら

しを強いられています。消費税率 10％引き上げに 57％が反対

（10/7 付・日経世論調査）しているように、増税を受け入れ

る余地はありません。 

ホントに大丈夫？マイナンバーに不安続々 

10 月から「共通番号（マイナンバー）制度」の通知が始まります。

一人ひとりにつけた 12 桁の個人番号を利用して、行政機関等が私

たちの税や社会保障の情報を共有し、共同管理する制度です。私た

ち主権者の全情報を国が監視するもので、メリットはひとつもあり

ません。情報漏えい・個人情報流出の対策もなく、厚生労働省では

贈収賄事件が発生しています。民間取引等活用拡大などとんでもあ

りません。システムの費用や維持費は一部

大企業を大儲けさせるだけです。番号を取

り扱う個人事業主の負担も大問題です。 

個人番号は他人に対して「見せない、書

かない、教えない、聞かない」が大原則。

個人番号を利用して消費税を還付するなど

とんでもありません。 

 

＜消費税増税反対署名にあなたの声を託してください！＞ 

○「税金はくらし・社会保障・教育優先に！」が憲法の原則です。 
○法人税減税をやめ、税金のムダ遣いを止めれば、消費税増税は不要です。 

 

 


